
 

住民福祉審議会条例の改正について 

＜主な改正内容＞ 

⚫ 会議名を「地域福祉審議会」に変更 〔第１条〕 

⚫ 所掌事務を変更 〔第２条〕 

⚫ 委員定数を変更（２０人➡１５人） 〔第３条第１項〕 

⚫ 委員要件を変更 〔第３条第２項〕 

⚫ 委員の任期を変更（２年➡３年以内） 〔第３条第３項〕 

※条例改正案は９月議会で議決済み ➡ 令和６年１２月１５日（次回改選時）から施行 

 

＜新旧対照表＞ 

改     正     案 現           行 

島本町地域福祉審議会条例 

 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３

８条の４第３項の規定に基づき島本町地域福祉審議会

（以下「審議会」という。）を置く。 

 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、町長の諮問に応じて、地域福祉計画

及びその他の関連計画に関する事項について調査審議

し、意見を具申するものとする。 

２ 審議会は、前項の規定にかかわらず地域福祉施策及

びその他の関連施策に関し、必要に応じて、町長に意

見を述べることができる。 

 

（委員） 

第３条 審議会は、委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者の中から町長が委嘱する。 

⑴ 学識経験のある者 

⑵ 関係行政機関の職員 

⑶ 町の関係団体が推薦する者 

⑷ その他町長が必要と認める者 

３ 委員の任期は３年以内とし、再任を妨げない。ただ

し、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

島本町住民福祉審議会条例 

 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３

８条の４第３項の規定に基づき島本町住民福祉審議会

（以下「審議会」という。）を置く。 

 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、町長の諮問に応じて、住民福祉  

          に関する事項について調査審議

し、意見を具申するものとする。 

２ 審議会は、前項の規定にかかわらず住民福祉   

         に関し、必要に応じて、町長に意

見を述べることができる。 

 

（委員） 

第３条 審議会は、委員２０人以内をもつて組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者の中から町長が委嘱する。 

⑴ 学識経験のある者 

 

 

 

３ 委員の任期は２年  とし、再任を妨げない。ただ

し、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
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